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貢 ぎ 論 説 毛言…

鳥 取県 にお け る預金金融機関 の 店舗配 置分析

-

郵便局と民間金融機関との 比較を中心 に

伊 藤 隆 康
*

要 旨

まず ‥ 鳥取県にお ける預金金融機関の店舗展開に関 して , 郵便局と民間金融機関の比較を中

心に分析 した｡ そ の結果 , 郵便局の 店舗は ｢ あまねく広く｣ 金融サ
ー ビ ス を提供する こ とを明

確 にして設置されて い る こ とがわ か っ た ｡

一

方 , 民間 の 金融機関は利潤や効率性 を追求する店

舗戦略を と っ て い る｡ こ う した結論は郡部におい て ,
よ り明確に確認で きた ｡ 次 に, 郵便局の

店舗と民間金融機関の店舗が競合 して い るか どうか を検証した｡ 鳥取県全体にお い て は , 店舗

展開か らみて郵便局が 民間 B ( 信用金庫, 信用組合 , 労働金庫) と競合 して い る面は否定で き

な い ｡
一

方
,
民間A ( 都市銀行, 地方銀行 , 第 二地方銀行 , 長期信用銀行 , 信託銀行) や民間

C ( 農協
,
漁協) と は競合関係を見出せ なか っ た｡ 郡部 の 分析か らも同様な結論が得られ , 店

舗展開か ら見た場合
,
郵便局は民間 B と競合して い る可能性が ある ｡

キ ー ワ ー ド 金融機関の 店舗配置 , 地域金融

1 . は じめに

第 7 回金融機関利用に関する意識調査 (平成13 年度) に よる と
,
金融機関を選択する理由と

して
,
｢ 自宅や 勤務先, よ く行く場所に近い か ら｣ とする回答が 8 割程度を占めて い る｡

一

方
,

｢ 商品の 利率
,
利回りがよ い か ら｣ と答えた回答は 1 割 に も満たない結果 となり, 取引する金

融機関を選ぶ際には店舗の 場所が重要な要因である
1

｡
こ の こ と は

,
I T ( 情報通信) 技術を利用

した金融取引や店外 ･ 提携 A T M の 設置台数が増加 して い る にもか かわらず
,
金融機関の店舗

展開を分析する こ とには意義がある こ とを示 して い る ｡
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｢ イ ン タ

ー

ネ ッ ト上 で の 金 融取引 を した こ とが あ る｣ との 回答 は2 . 9 % に 過ぎず, こ れ は イ ン タ ー ネ ッ トの 利

用経験者の 2 1 .
2 % に あた る｡
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バ ブル経済崩壊後の 不良債権問題や 景気の 低迷によ る融資残の 減少 に苦 しむ 民間金融機関

は
, 経営合理化の ため に支店の統廃合を進めて きた ｡

一

方 , 公的金融機関の代表格で ある郵便

局は
,
2 00 3 年 4 月 1 日 には新た に独立 した ｢ 日本郵政公社｣ の もと で 運営され る ようにな り,

効率性を追求 しなが らも
,
国民に対して 郵便, 郵便貯金, 簡易保険等 ,

の 日常に必要なサ
ー ビ

ス を ｢ あまね く公平に｣ 提供する義務を負っ て い る
2

｡

地域金融の観点か らみる と, 民間金融機関の支店の 統廃合は収益性が低い郡部で進む こ とが

多い ｡ こ の ため不採算地域に住む人々 は民間金融機関か ら十分な金融サ
ー ビ スを享受で きな い

と い う懸念が強まる｡ 都道府県ベ
ー ス の デ ー タ を用 い て , 民間金融機関と郵便局の店舗政策の

相違を研究 した家森
･ 近藤 (20 0 1) は ,

全国 レベ ル で見る と, 民間金融機関によ る金融サ
ー ビ

ス 提供の 不十分さを郵便局が補 っ て い る と い う結論を得て い る ｡

家森
･ 近藤 (200 1) を発展させ る形で , 家森 (2 00 3) と近藤 (2 00 3) は愛知県における市町

村レベ ル と い うよ り細か い 単位で の 実証分析を行 っ た ｡ 家森 (20 0 3) に よれば , 郵便局の店舗

設置関数と民間の 店舗設置関数は異な っ て い る｡ また , 郵便局の店舗は郡部に厚く , 民間金融

機関, と くに地方銀行や第二地方銀行な ど の場合は都市部に厚い ｡ 近藤 (2 00 3) に よ れば
,
氏

間金融機関は利潤動機に基づ い て店舗を展開して い る
一

方 で , 郵便局は ｢ あまねく 公平に｣ 金

融サ
ー ビス を提供する こ とを目的と した店舗配置 を行 っ て い るo

伊藤 (2 00 4 a) は 新潟県 と長野県の 預金金融機関の 店舗展開に つ い て
,
家森 ･ 近藤 (2 00 3)

ら の 方法で分析した｡ そ の 結果 , 新潟県 と長野県で は, 郵便局の 店舗は ｢ あまね く広く｣ 金融

サ ー ビス を提供する こ とを目的として, 設置されて い る こ とを確認して い る｡ また
,
伊藤(20 04

b) は 東京都の 預金金融機関を分析対象と し, 郵便局の 店舗展開は公共政策的な観点か らな さ

れて い るが
, 農協

･

漁協を除く民間金融機関は営業や利益を重視 した店舗展開をして い ると結

論付ける ｡

本稿の 目的は以下の 2 点にある ｡ まず , 鳥取県の 市町村 レベル で の 金融機関の 店舗展開を分

析する ｡ 次 に , 郵便局 と民間金融機関が競合関係 にあるか どうか を調 べ る｡ 本稿 の構成は以下

の とおり で ある ｡ 第 2 節では 日本にお ける金融機関の店舗行動を分析した先行研究を調 べ
,
第

3 節では分析の 枠組み を説明する ｡ 第 4 節ではデ ー

タ に関して述 べ
,
第 5 節では県全体の 店舗

行動分析の 結果 を報告 し, 第 6 節では郡部における店舗行動の 分析結果をま とめる
3

｡ 第 7 節

では郵便貯金 と民間の競合に関す る分析結果に つ い て触れ
,
第 8 節では結論を要約する ｡

2

郵便貯金 法 の 第1 条は ｢ こ の 法律は
,
郵便貯金を簡易で確実な貯蓄の 手段 と して あまね く 公平 に利用させ る

こ とに よ っ て , 国 民 の 経済生 活 の 安定 を図り
,
そ の 福祉を 増進す る こ とを 目的 とする｣ と規定 して い る｡

3

鳥取県 の 市町村の 内訳 (平成14 年3 月末) は 4 市
,
3 2 町

,
3 村で あ り

,
市部 だけの 分析が 小 標本の た め不可

能で あ る o こ の た め市部の 分析を別途行わず, 郡部だけ の デ ー

タ を用 い て 過疎化が進ん で い る地域 を分析

する ｡
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2 . 先行研究

金融機 関の 店舗行動を分析した先行研究はそれ ほ ど多く なく , 高林 ( 19 9 7 , 1 9 9 8) , 大 山･ 田

村 ･ 佐野 (1 9 9 9)
,
堀 江 ･ 川向 (19 99) , 由里 (20 0 0 a , b) , 山 中 (20 00) , 家 森 ･ 近藤 (2 00 1) ,

家森 (2 0 0 3)
,
近藤 (20 0 3) , 伊藤 (2 00 0 a , b) な どがあげられ る｡

高林 (1 99 7) は 金融機関の 店舗の地域偏在パタ
ー ン を エ ン トロ ピ

ー

尺度 で 分析 し, 地銀や郵

便局の 店舗は全国津々 浦々 に広が っ て い るが , 都銀 の 店舗は経済活力が高い 地域に集中して い

る として い る ｡ 高林 (19 9 8) は 業態ご と の店舗数と面積, 人 口 と の 関係を分析し, 人 口 は全業

態の 店舗で正 の影響が あるが
,
面積は郵便局と信用金庫の店舗に正 の 影響を及ぼ して い る と の

結論 を得た ｡

大 山 ･ 田 村 ･ 佐野 (1 9 9 9) は 横浜市内の郵便局を対象と して , 横浜市の メ ッ シ ュ デ
ー

タを使

用 した数理計画モデル分析を実施 し
,
そ の 結果 と現状の 郵便局配置 との 比較 を行 っ た ｡ 由里

(20 0 0 a
,
b) は 愛知県 の金融機関を対象と して , 営業基盤の ｢ 狭域性｣ ･ ｢ 高密度性｣ の測度 , 全

業態 ･ 同
一

業態における競合度の測度
,
営業基盤の成長性の 測度を提示 した ｡

堀江 ･ 川向 (19 9 9) は地域金融機関の 利益率の業態間格差 につ い て定量的に検討し
,
そ の 特

徴を明らか にした｡ そ の後
,
彼 らは経営地盤を表す指標と して店舗当た り の 事業所数, 世帯数

および金融機関数を取り出し
,
利益率と の 関係者を計量分析 により検討 した ｡ 山中 (20 0 0) は

東京都の 特別区につ いて地域性を考慮しなが ら 6 地区に区分し, 店舗比率をも とに ｢特化係数｣

を求めて ,
都市銀行を ｢ 中心部特化型｣

,

｢ 城西
,
城南地区特化型｣

,

｢ 城東
,
城北特化型｣ の 3

つ に分類 した｡

家森 ･ 近藤 (2 0 0 1) は都道府県デ - 夕 を用 いて
,
民間金融機関と郵便局の 店舗政策の相違に

つ い て分析 し, 民間金融機関が収益性を重ん じた店舗政策をと っ て い る の に対 して ,
郵便局は

｢ あまね く 公平 に｣ 金融サ ー ビス を提供する こ とを目的 と した店舗配置を行 っ て い る
,
ま た

,

店舗立地 に関して は民間金融機関と公的金融機関との 間に競合関係が観察されない , との 結果

を得て い る. 家森 (2 00 3) , 近藤 (2 00 3) は愛知県の 市町村デ ー タを用い て分析 し
,
家森 ･ 近藤

(20 01) と同様な結論を導い て い る｡

伊藤 (2 0 04 a) は 新潟県 と長野県の 預金金融機関の店舗展開につ い て
,
家森 ･ 近藤 (2 0 03)

ら の 方法で分析 した｡ そ の 結果, 新潟県と長野県で は ,
郵便局の店舗は ｢ あまねく広く｣ 金融

サ ー ビス を提供する こ とを目的と して ,
設置されて い る こ とを確認 して い る｡ また

,
民間 の 金

融機関と郵便局の 店舗配置の 観点か らは ,
官業が 民業を圧迫 して い る とは い えな い との 結論を

得て い る ｡ ま た
, 伊藤 (20 0 4 b) は 東京 と の 預金金融機関を分析対象と し, 郵便局の店舗展開

は公共政策的な観点か らなされて い るが ,
農協を除く民間金融は営利や営業を重視 した店舗展

開をして い る と結論付ける ｡ 店舗 の 競合に関して は
,
郵便局と民間金融機関全体をみ ると

,
読

合関係は 見出されなか っ た｡

市町村 の店舗デ ー タ を用 い た分析は愛知県 を対象にした家森 (2 00 3) , 近藤 (20 0 3) , 新 潟県,
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長野県を対象に した伊藤 (20 0 4 a) , 東 京都を対象に した伊藤 (20 0 4 b) に 限られ てお り
,
愛知

県 , 新潟県 , 長野県 , 東京都以外の 地域における分析は今後の 課題で あ る｡

以上 の 先行研究か ら, 市町村の店舗デ ー タ を利用 して郵便局と民間金融機関の 店舗展開を比

較 した も の は少なく , 鳥取県 を対象に した本研究は独自性が強い と考え られ る ｡ 愛知県は名古

屋を含んだ経済規模の 大き い 県で あり , 新潟県や長野県は経済規模が全国 レベ ルでみれば中位

であるo 一

方 , 鳥取県は 人口が全国レベ ルで最下位 と, 過疎化が進んで い る とみ られ るo

3 . 分析の枠組み

3 . 1 金融機関の店舗設置関数

A v e ry , e t al . ( 1 9 9 9) は 米にお ける銀行の店舗の 需要に関する研究を経済と人口関連の 2 つ の

要因か ら行 っ て い る ｡ 経済要因には , 家計の 平均所得や持ち家の 価値
,
持ち家比率

,
自動車保

有台数, 大卒比率を用い てお り
,

一

方
,
デモグラ フ ィ ツ ク要因には

,
人 口

,
高齢者人口比

, 秦

族構成
,
人種を利用 して い る ｡

家森 (2 00 3) や近藤 (2 00 3) な どが A v e ry , e t al . ( 1 99 9) の 方法を応用した もの で分析 して

お り, 本稿で もそ の 方法に従 っ て下記の(1)式 を重回帰分析で推計する ｡ 具体的な変数 として ,

経済要因には事業所数を用い
,
デ モ グラ フ ィ ツ ク要因には 人口

,
高齢者人口比率を選定す る｡

A v e ry , e t al . ( 1 9 9 9) は 郵便番号を基準に して地域を定義 して い る ため
, 面積を利用 して い な

い
｡ しか し

,
本項では郵便番号を基準に した地域に代わる もの として , 面積を分析対象の変数

として加え る｡

B i - C l + c 2 A R E A i + c 3 P O P i + c 4 0 L D 上 + c 5 0 F F I C E i ( 1)

こ こ で
,
B ,

･ は i 市町村の金融機関の 店舗数, A R E A i は 面積 (平方キロ メ
ー トル) , p o p t･ は 人

口
,
O L D i は 全人口に占め る6 5 歳以上人 口 の 比率 (以下, 高齢者比率) , o F F I C E ] は事業所数を

そ れぞれ表 して い る｡

面積や人 口で有意にプラス の 符号を とる金融機関は , 広範囲にお いてサ
ー ビス を提供する と

い う公共的色彩が強い と考えられ る｡ 高齢者比率は 2 つ の 解釈が可能で ある ｡ 1 つ は多く の金

融資産を保有する高齢者に対する営業をすると い う営利目的を示す もの である｡ 2 つ め は社会

的な弱者を示す指標と して , 公共性をあわ わすと の解釈 も可能である｡ した が っ て , 有意にな っ

た プラ ス の係数の 値が 大き い ほど, 高齢者に対する配慮が大きい か ,
あ る い は

, 高齢者の 保有

する資産運用を狙 っ た営業戦略的な色彩が強い と い える｡ 事業所数は利潤追求を示す指標 と し

て考え られ ,
プ ラス の値 をとれば事業所 に配慮 した利潤追求型の営業戦略を と っ て い る こ とに

な る｡
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3 . 2 郵便局と民間金融機関の競合

郵便局と民間の 金融機関が同じ市場で競合 して い るな らば , 民間金融機関の店舗数に対応す

る形で郵便局が配置され て い る こ とにな る｡ パイが
一

定 の 場合に郵便局と民間金融機関が競合

して いれば
, 郵便局の店舗数と民間金融機関の 店舗数が負の 相関を持つ ｡

一

方
,
両者 の 間に有

意な負の 関係は見出され なければ ,
店舗展開か らみて郵便局と民間金融機関は競合して い な い

し, か つ , 郵便局は民間金融機関の 業務を圧迫 して い ない こ とにな る｡ 両者 の 関係を調 べ るた

め に(1)式 を拡張 して( 2) 式を推計する ｡

y B i
-

C l + c 2 A R E A i + c 3 P O P i + c 4 0 L ,D t･ + c 5 0 F F I C E i + c 6 B r a n c h i

y B
.- は 郵便局の 店舗数, B r a n c h i は 民間金融機関の 店舗数をそ れぞれ あらわす o B r a n c h i が

有意なマ イナス の値を とれば, 郵便局は民間金融機関と競合 して い る こ とになる ｡

次 に(2) 式 を拡張 して , 民間A ( 都市銀行, 地方銀行 , 第 二地方銀行 , 長期信用銀行 ,
信託銀

行)
,
民間 B (信用金庫, 信用組合 ,

労働金庫)
,
民間 C ( 農協 , 漁協) の 各グル

ー プ と郵便局

の 競合関係を調 べ るため(3)式 を推計する ｡

y B i - C l + c 2 A R E A i + c 3 P O P i + c ｡ O L D i + c 5 0 F F I C E i + c 6 B r a n c h 民 間A i

+ c 7 B r a n c h 民 間B i + c 8 B r a n c h 民間C i

y B i は 郵便局の 店舗数, B r a n c h 民間 A i は 民間A の店舗数, B r a n c h 民 間B ,･ は 民間 B の 店舗

数
,
B r a n c h 民 間c は民間 C の店舗数をそ れぞれあらわ す｡ B r a n c h 民間 A i , B r a n c h 民 間B i ,

B r a n c h 民 間G に関し て , 有意な マイナス の 符号を とれば, 店舗展開か らみて郵便局が 当該の

業態と競合関係にある と判断され る｡

4 . デ ー タ

4 . 1 金融機関の店舗

預金金融機関の業態と して , 郵便局 , 都市銀行, 地方銀行, 第 二 地方銀行, 長期信用銀行,

信託銀行
,
信用金庫, 信用組合, 労働金庫 ,

農協 (J A)
,
漁 協 の 1 1 業態 を対象に した｡ 分析 の

那合上 ,
都市銀行

,
地方銀行 , 第 二地方銀行 ,

長期信用銀行, 信託銀行を民間A , 信用金庫,

信用組合
,
労働金庫を民間 B , 農協, 漁協 を民間 C と して ,

全体を 3 グル
ー

プ に分けた｡ ま た ,

協同組織金融機関
4

を 2 つ の グル
ー

プに分けた｡

各業態の 店舗数は
一

部 を除く と, 20 0 2 年 3 月末の 数字である
5

｡ 都市銀行, 地方銀行, 第 二 地

方銀行, 長期信用銀行 , 信託銀行 , 信用金庫 ,
信用組合の 店舗数につ い て は ,

｢ 日本金融名鑑
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20 03 年版｣ ( 日本金融通信社) か ら引用 した
6

｡ 農協 の店舗に つ い て は ｢ 全国都道府県 農業協

同組合名鑑平成1 5 年度版｣ ( 日本農業新聞) , 漁協 に関して は
,

｢ 水産年鑑20 03 ｣ ( 水産社) , 郵便

局の 店舗に つ い ては2 00 3 年1 0 月 に利用可能な ｢タウン ペ ー ジ｣ (N T T 西 日本) の 最新版を利用

して集計した
7

o 表 1 に分析対象 とする鳥取県全体 と郡部 における業態別の 金融機関数とグル
ー

プ別 の 金融機関数をそ れぞれ示 した ｡

表 1 鳥取県の預金金融機関の店舗数

業態別 の金融機関数

郵便局 都銀 信託 地銀 第 二 地銀 信金 信組 労金 農協 漁協

県全体 236 1 1 1 1 8 9 4 8 0 5 1 9 1 0

郡 部 123 0 0 5 1 1 1 6 0 0 1 2 9 0

グ ル ー プ 別 の 金融機関の 店舗数

郵便局 民間 A 民間 B 民 間 C

県 全体 2 36 1 2 9 5 3 1 9 1

郡 部 123 5 2 1 6 1 2 9

民間A は 都銀
,
地 銀

,
第 二 地銀

, 長信銀, 信託 銀行を 示す｡

民 間 B は 信用 金庫, 信用 組合
,
労働金庫 を 示す｡

民間C は 農協, 漁協 を示 す｡

民 間A と民間 B の デ ー

タ は20 0 2 年3 月 末｡ 郵便局は200 2 年 3 月 未に で き る限り 近 い もの で あ る

農協は2 00 2 年11 月末｡ 漁協 は200 2 年10 月末｡

4 . 2 説 明変数

鳥取県 にお ける39 市町村 ( 4 市 ,
3 2 町

,
3 村) の 面積, 人 口 , 高齢者比率 (全人口 に占める

65 歳以上人口 の 比率) , 事業所数は以下の 資料を参考 に した ｡ 2 0 0 1 年10 月 1 日 の 面積
,
人 口

,
高

齢者比率 につ い ては鳥取県庁編 ｢鳥取県 の 人 口 ( 平成14 年度版) ｣ を利用 した｡ 2 0 0 1 年10 月 1 日

現在の事業所数に関して は , 総務省統計局編 ｢平成13 年事業所
･

企業統計調査｣ を利用 した｡

4
. 3 鳥取県のデ

ー タ の特徴 (預金金融機関の店舗)

預金金融機関の 比率に関して全国
,
鳥取県全体

, 鳥取県郡部を図 1 に示した｡ 県全体でみる

と
, 民間 A の 割合が2 1 . 2 % と全国平均の23 . 2 % よ りやや低くな っ て い る

一

方 で
,
郵便局の 割合

4

信用 金庫や信用組合
,
労働金庫, 農協, 漁協 な どの 協 同組織金融機関は

,
株式会社 の よう に利潤 を追求する

こ とを 目的とせ ず
,
会員 (組合員) の 利益 を優先させ て い る｡

5

農協は200 2 年11 月末
,
漁協は2 0 02 年10 月 克 郵便局に関 して は2 00 2 年 3 月 末に で き る限り 近い デ ー

タ とい う
こ とに な る｡

6

鳥取県 に は畢期信用銀行 の 支店は な い ｡
7

農協 と漁協 に関 して は金融業務を行 っ て い る支店だけ を 対象に した ｡ 鳥取県 で は金融業務 を行 っ て い る漁協
は な い ｡
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が3 8 . 8 % と全国平均の 37 . 3 % よ り もやや高い ｡ 民間A の割合が全国平均よ り低い の は , 都市銀

行 , 信託銀行な どの 全国ベ
ー

ス で 営業を展開して い る金融機関の 店舗数が少ない こ とがそ の 要

因で ある｡ 地域金融機関で みた場合, 民間 B の 割合は8 ･ 7 % と
,
全国平均の 17 ･ 6 % よ り 小 さ い

が , 民間 C の割合は31 . 4 % と
,
全国平均の 2 1 ･9 % よ り高 い o

一

方 , 郡部にお い ては民間A の 割合が16 ･
3 % と県全体 の2 1 ･ 2 % よ り も小さ い が

,
郵便局の 割

合は3 8 . 4 % と県全体の3 8 . 8 % とほ とんど変らな い ｡ 民間 B の 割合は5 ･ 0 % と県全体の8 ･ 7 % よ り

もやや小 さが ,
民間 C の割合は40 . 3 % と県全体の 3 1 ･ 4 % よ り も高 い o

図 1 金融機関の店舗配置

民間A は 都銀, 地 艶 第 二 地 鑑 長信銀, 信託銀行 を示 す o

民 間B は 信用金嵐 信用組合,
労働金庫 を示 す｡

民 間C は農協,
漁協 を示 す｡
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こ うした店舗配置か ら
,
郵便局は県内全域にお い て 同様な店舗配置政策を と っ て い ると い え

る o 民間金融機関をみる と
,
農協 ･ 漁協を除く民間金融機関は市部の店舗配置が厚く ,

一

方 ,

産業が 少な い郡部にお い て店舗を少年め に配置して い る｡ 一

方 , 農協, 漁協は郡部にお い て店

舗 を多めに配置 し, 公共サ ー ビ ス 的な色彩が強い ビ ジネス展開を して い る｡

4 . 4 鳥 取県のデ ー タ の特徴 (説明変数)

鳥取県の 市町村の 内訳 ( 平成1 4 年 3 月末) は 4 市
,
3 2 町

,
3 村で ある ｡ 鳥取県の 面積 , 人 口,

高齢者比率, 事業所数に関する記述統計につ い て
,
県全体 と郡部 を表 2 に それぞれ示した｡ 全

国 ベ
ー

ス で 上位か ら数える と
, 面積は4 1 伍 人 口は47 位, 事業所数は4 7位

,
高齢者比率は 8 位

で あり
, 経済規模が小 さ い ｡

鳥取県では 4 市 ( 鳥取市, 米チ市, 倉吉市
,
境港市) が 人口で約 6 割

,
事業所数で約 7 割と

大 きな比率を 占め るo 家森 (20 00) と近藤 (20 0 3) が 分析対象 と した愛知県や伊藤 (20 04 b)

が 対象に した東京都は大都市部 を有する点で鳥取県 と異なる｡ ま た
,
伊藤 (2 00 4 a) が 分析 し

た新潟県や長野県は人 口などの 指標か らみ ると
,
全国ベ

ー ス で 上位 3 分 の 1 の と こ ろにあり
,

鳥取県 の状況 とは異な るo 鳥取県を分析する こ とで
,
人 口 や産業が少ない県 にお ける金融機関

の店舗展開を把握で き ると考え られ る｡

表 2 鳥取県の面積
,
人 口

, 高齢者比率, 事業所数に関する記述統計量

県全体

最大値 最小値 平 均 標準偏差

面積(k r丘)

人 口

高齢者比率( % )

事業所数

3 41 . 0 4 . 0 9 0 . 0 7 3
.
2

1 5 1
･
1 4 5 2

,
7 7 7 1 5

,
7 2 0

. 0 3 1
,
7 4 0 . 5

4 1 ･ 0 1 8 . 0 2 7 . 0 4 , 7

8 , 7 1 6 1 1 2 8 1 9 1
, 8 3 2 . 1

郡 部

最大値 最小値 平 均 標準偏差

面積(k 丘)

人 口

高齢者比率( % )

事業所数

3 41 ･ 0 4 . 0 8 4 . 0 7 0 . 7

1 3
,
8 4 7 2

,
7 7 7 6 , 7 4 8 . 0 2

,
6 5 2 . 0

4 1 ･ 0 2 0 . 0 2 8 . 0 4 , 4

6 4 0 1 1 2 2 9 5 1 2 6 . 5

面 積
,
人 口

,
高齢者比 率, 事業所数の デ ー

タは2 00 2 年1 0 月 1 日 o
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5 . 金融機関の 店舗行動の分析結果 ( 県全体)

5 . 1 郵便局の店舗行動 (県全体)

こ こ で は(1)式 の B l･ に 鳥取県の 郵便局の 店舗数を と っ て推計したo 結果は表 3 に示 した ｡ 面

積 , 人 口は 1 % 水準で有意なプラス の 符号を と っ た｡
一

方 , 事業所数は 10 % 水準で有意な マイ

ナスの 符号 とな っ た｡ 面積と人口で有意なプラス の符号を と っ た の は
,
郵便局の店舗が ｢ あま

ねく公平に｣ を原則に設置されて い る こ とを示して い る ｡

面積と人 口が有意なプラス の 符号を と っ た こ とは伊藤 (20 0 4 a) , 伊藤 (2 00 4 b)
,
家森 (2 00 3)

,

近藤 (2 0 03) の 結果に
一

致する ｡ 高齢者比率が10 % 水準で も有意なプラス の 符号を とらなか っ

た の は家森 (2 0 03)
,
近藤 (20 03) の 結果 とは異なる も の とな っ た ｡

5 . 2 民 間金融機関の店舗行動 (県全体)

まず(1) 式 の B i に鳥取県の 民間A ( 都市銀行, 地方銀行, 第 二地方銀行
,
長期信用銀行

,
伝

託銀行) の合計店舗数を と っ て推計 した｡ 結果は表 3 に示 した｡ 人 口
,
高齢者比率は有意なプ

ラス の符号を と っ た が
,
事業所数は家森 (20 0 3) と近蕗 (20 0 3) の 結果 とは異な り

,
有意な マ

イナス の 符号 とな っ た｡ 事業所数が有意なマイナス の符号を とり
,
人 口や高齢者比率がプラス

とな っ た こ とか ら
,
民間A は営利的な判断だけでなく

,
公共政策的な観点か ら も店舗展開を し

て い る と推定でき る｡

次 に(1) 式 の B i に鳥取県の 民間 B ( 信用金庫
,
信用組合

,
労働金庫) の 合計店舗数 をと っ て

推計した o 結果は表 3 に示した. 事業所数だけが 1 % 水準で有意なプラス の係数を示 し
,
他 の

変数に つ い て は有意な符号を とらなか っ た｡ こ れ は 民間 B が会員や組合員で ある 中小企業に配

慮 して店舗を展開して い る こ とを示す と考えられ る｡

続 い て(1) 式の B i に鳥取県の 民間 C ( 農協
,
漁協) の 合計店舗数を と っ て推計した o 結果は

表 3 に示 した ｡ 面積だけが 1 % 水準で有意なプラス の 符号を と っ た が
,
他 の変数に つ い て は有

意な符号を示 さな か っ た｡ 農協は農家が主たる組合員で ある相互互助組織で あるため
,
広 い 範

囲に点在 して い る農家や農業関連の事業所を考慮に入れて ,
店舗を展開して い るとみ られる ｡
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表 3 鳥取県全体の店舗設置関数

郵便局

第77 号 2 0 0 4 - Ⅰ

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢 者比率 ( O L D )

事業所数 (O F F I C E )

自由度修正済み決定係数

標本数

- 0
.
0 5 7 - 0

.
0 3 3 0

,
9 7 4

0 . 1 2 5 3 . 6 6 9 * * * 0 . 0 0 1

1 , 6 4 9 4 . 6 9 9 * * * 0 , 0 0 0

0 . 0 0 1 0 . 0 3 0 0 . 9 7 6

- 0 . 7 0 2 - 1 . 9 8 6
*

0 .0 5 5

0 . 9 8 2

3 9

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 (A R E A )

人 口 (P O P )

高齢 者比率 ( O L D )

事業所数 ( O F FI C E )

自由度修正済み決定係数

標本数

-

2 , 5 1 7 - 2 . 6 3 7
* *

0 .0 1 3

- 0 . 0 2 7 - 1 , 0 2 4 0 .3 1 3

1 . 5 7 1 5 .
8 0 3

* * *
0 ,
0 0 0

0 . 0 6 8 2 . 4 8 1 * * 0 . 1 8 2

- 0 . 5 3 8 - 1 , 9 7 6 * 0 . 0 5 6

0 . 9 8 9

3 9

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高 齢者比率 (O L D)

事業所数 ( O F F I C E)

-

0 . 4 5 3
-

0 . 4 9 2 0 . 6 2 6

- 0 . 0 3 1 - 0 . 6 2 4 0 . 5 3 7

- 0 . 8 1 7
-

1 . 5 8 4 0 . 1 2 2

0 . 0 3 1 0 . 5 9 7 0 . 5 5 5

1 ,
8 2 0 3

.
5 0 5

* * *
0 .
0 0 1

自 由度修正済み決定係数 0 . 9 6 1

標 本数 3 9

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 ( P O P)

高 齢者比率 (O L D)

事業所数 ( O F F I C E )

4
.
6 2 0 2

.
2 0 6 * * 0

.
0 3 4

0 . 3 1 9 3 . 9 9 1 * * * 0 . 0 0 0

0 . 3 2 3 0 , 3 9 3 0 . 6 9 7

- 0 . 1 2 2 - 1 . 4 5 9 0 . 1 5 4

0 . 15 0 0 . 5 4 5 0 . 5 8 9

自 由度修正済み決定係数 0 . 9 0 1

標本数 3 9

* * *
,

* *
,

*
は それ ぞれ 1 % , 5 % , 1 0 % 水準で 有意で あ る こ とを示 す｡

民 間A は 都銀, 地銀, 第 二 地銀, 長信銀, 信託銀行 を示 す｡

民間B は 信用金庫, 信用組合, 労働金 庫を示す｡

民 間C は 農協, 漁協 を示 すo
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6 . 金融機関の店舗行動の 分析結果 (郡部)

6 . 1 郵便局の店舗行動

こ こで は(1)式 の B i に鳥取県郡部の 郵便局の 店舗数を と っ て推計した o 結果は表 4 に示 した｡

面積
,
人 口 は有意 (面積は 5 %

,
人 口は1 0 % ) なプラス の 符号を と っ た｡

一

方
,
高齢者比率 と

事業所数は有意性を示さなか っ た ｡
こ れ は郵便局の 店舗が ｢ あまねく公平に｣ を原則に設置さ

れ て い る こ とを示 して い る ｡

面積と人口が有意なプ ラス の符号を と っ た こ とは伊藤 (2 00 4 a) , 伊藤 (2 0 0 4 b) , 家森 (20 03) ,

近 藤 (20 0 3) の 結果に
一

致するが
,
高齢者比率が1 0 % 水準で有意なプラス の符号をとらなか っ

た の は家森 (20 0 3)
,
近藤 (2 00 3) の 結果 とは異な るも の とな っ た ｡

6 . 2 民間金融機関の店舗行動

まず(1)式 の B i に 鳥取県郡部の民間A ( 都市銀行, 地方銀行 ,
第 二 地方銀行

,
長期信用銀行

,

信託銀行) の合計店舗数を と っ て推計した｡ 結果は表 4 に示した ｡ 事業所数だけが 1 % 水準で

有意な プラス の 符号を と っ た｡ 民間A は県全体では必ず し も営利重視 を確認で きな か っ た が
,

郡部にお い て利潤や効率性か ら店舗展開を行 っ て い る と推測で きる ｡

次 に(1)式 の B i に 鳥取県郡部の 民間 B ( 信用金庫, 信用組合, 労働金庫) の合計店舗数を と っ

て推計した ｡ 結果は表 4 に示した｡ 民間 A の 場合 と同様に ,
事業所数だけが 5 % 水準で 有意な

プラス の 符号を と っ た ｡
こ れ は

, 県全体の 分析 と同様に民間 B は会員や組合員であ る事業所を

対象に した営業戦略を重視して い る こ とを示す と考えられ る｡

続 い て(1)式 の B i に新潟県の 民間 C ( 農協, 漁協) の合計店舗数を とっ て推計した . 結果は

表 4 に示 した ｡ 面積 と人口は有意 (面積は 5 % ,
人 口 は 1 % の 水準) なプラ ス の 符号を と っ た

が
, 他 の 係数では有意性を見出せなか っ た ｡

こ れ は
,
県全体の 分析と同様に民間 C は農家が 主

たる組合員である相互互助組織であるため ,
広 い 範囲に点在 して い る農家や農業関連の 事業所

を考慮に入れて , 店舗 を展開して い る とみ られる ｡
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表 4 鳥取県郡部の店舗設置関数

郵便局

第7 7 号 20 0 4 - Ⅰ

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢者比率 (O L D)

事 業所数 ( O F F I C E )

自由度修正済み決定係数

標本数

- 2 . 4 3 7
-

1 , 0 8 8

0 . 4 1 9 2 . 4 3 0 * *

0 . 8 2 2 2
.
9 9 9 * * *

0 . 1 4 9 0 . 8 4 6

- 0 . 0 0 4 - 0 , 8 6 1

0 . 6 0 6

3 5

0 . 2 8 5

0 . 0 2 1

0 . 0 0 5

0 . 4 0 4

0 . 3 9 6

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢者比率 (O L D)

事業所数 ( O F F I C E )

自由度修正済み決定係数

標本数

- 1 . 1 8 9 - 1 . 1 8 9

- 0 . 1 2 9 - 0 . 6 2 6

0 . 0 1 9 0 , 0 5 7

0 . 3 3 4 1 . 5 7 9

0 . 6 9 1 2 . 1 4 5 * * *

0 . 5 0 3

3 5

0 . 2 4 4

0 . 5 3 6

0 . 9 5 5

0 . 1 2 5

0 . 0 0 4

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢者比率 (O L D)

事業所数 ( O F F I C E )

自 由度修正済み決定係数

標本数

- 0 . 2 0 1 - 0 ,
2 5 7

- 0 . 0 6 8 - 0 . 2 8 6

- 0 . 2 2 5
-

0 . 5 9 7

0 . 0 1 5 0 . 0 6 0

0 . 7 9 8 2 . 1 5 8 * *

0 . 2 5 7

3 5

0 . 7 9 9

0 . 7 7 7

0 . 5 5 5

0 . 9 5 2

0 . 0 3 9

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高 齢者比率 ( O L D )

事業所数 (O FF I C E)

- 1 . 9 0 2 - 0 . 9 8 0

0 .3 8 8 2 . 5 2 6 * *

0 . 7 9 9 3
.
2 7 1 * * *

0 . 1 0 2 0 . 6 5 0

- 0 . 1 0 8 - 0 . 4 5 2

自 由度修正済み決定係数 0
,
6 8 8

標本数 35

0 . 3 3 5

0 . 0 1 7

0 , 0 0 3

0 . 5 2 1

0 . 6 5 4

* * *
,

* *
,

*
はそ れ ぞれ 1 % , 5 % , 1 0 % 水準 で有意で あ る こ と を示 す｡

民 間A は 都銀, 地 銀, 第二 地 銀, 長信銀, 信託銀行を 示す｡

民間B は 信用 金 庫, 信用 組合, 労働金庫を示 す｡

民 間C は 農協, 漁協を 示 す｡
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7 . 郵便局と民間金融機関の競合に関す る分析結果

7 . 1 県全体における競合

まず, (2) 式の YB i に鳥取県全体 の郵便局の店舗数, B r a n c h i に 民間金融機関の 合計数を とっ

て推計した｡ 結果は表 5 に示 した｡ 民間金融機関の係数はプラス の符号をと っ たが 10 % 水準で

も有意性を見出せなか っ た｡ 鳥取県全体にお い て , 店舗展開か らは郵便局と民間金融機関は競

合関係にはな く, 郵便事業が 民業を圧迫 して い る とは い えない ｡

次 に, (3)式 の Y B i に新潟県の 郵便局の 店舗数, 民間A l に 民間 A の 店舗数, 民間B i に 民間 B

の店舗数 , 民間c ≠ に民間 C の 店舗数を と っ て推計 した ｡ 結果は表 5 に示 した ｡ 民間 B だけが 5 %

水準で有意な マイ ナス の 符号を と っ た ｡ 残 り の 変数に関して は ,
民間 C が 1 % 水準で有意なプ

ラス の 符号を示した. こ の分折か ら, 店舗展開か ら見た場合 , 鳥取県全体では郵便局と民間 B

が競合関係に ある こ とを否定で きな い ｡

表 5 鳥取県全体での郵便局と民間金融機関の競合

民間金融機関全体との競合

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢者比率 ( O L D )

事業所数 ( O F FI C E )

民 間

- 0 . 4 0 9

0 . 0 9 7

1 . 4 3 9

0 . 0 0 2

- 0 . 0 0 4

0 . 2 1 4

自由度修正済み決定係数 0 . 9 8 3

標本数 39

-

0 . 2 3 8 0
.
8 1 3

2 . 5 8 5
* * 0 . 0 1 4

3 . 9 4 * * * 0 . 0 0 0

0 . 0 4 8 0 . 9 6 2

- 2 .3 0 7 * * 0 . 0 2 8

i ,
6 5 1 0 . 1 0 8

民間 金融機関 3 業態との 競合

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 (A R E A )

人 口 (P O P)

高齢者比率 ( O L D )

事業所数 ( O F F I C E)

民間 A

民間 B

民間 C

- 2 . 4 5 0

0
.
0 4 6

1 . 4 2 5

0 . 0 3 7

- 0 . 3 9 0

- 0 .
0 2 5

- 0 .2 3 4

0 . 2 2 3

自 由度修正済み決定係数 0 . 9 8 6

標 本数 39

- 1 . 4 1 3 0 . 1 6 8

1 . 2 6 1 0 . 2 1 7

3 . 1 5 6
* * * 0 . 0 0 4

1 .
0 8 0 0 . 2 8 9

- 1 . 0 7 4 0 . 2 9 1

-

0 . 1 1 8 0 .9 0 7

- 2 . 2 2 1
* *

0 .
0 3 4

3 . 2 4 2
* * * 0 . 0 0 3

･ * *
,

* *
,

*
は そ れぞれ 1 % , 5 % ,

1 0 % 水準で有意で あ る こ と を示 す｡

民間A は都銀, 地銀, 第 二 地銀, 長信銀, 信託銀行を示 す｡

民 間 B は 信用金庫, 信用組合, 労働金庫 を示 す｡

民 間 C は 農協, 漁協を 示す｡
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7 . 2 郡部における競合

まず
, (2) 式の YB i に 鳥取県郡部の郵便局の店舗数, B r a n c h i に 民間金融機関の合計数をと っ

て推計 した ｡ 結果は表 6 に示 した｡ 民間金融機関の 係数はプラス の符号を と っ たが 10 % 水準で

も有意性を見出せなか っ た ｡ 鳥取県全体 において
, 店舗展開か らは郵便局 と民間金融機関は競

合関係にはな い と考えられ る｡

次 に, (3) 式の YB L･ に 鳥取県郡部の郵便局の店舗数, 民間A i に民間A の店舗数
,
民間B i に 民

間 B の店舗数, 民間c ′ に民間 C の店舗数 をと っ て推計した｡ 結果は表 6 に示した｡ 民間 B だけ

が10 % 水準で有意な マイナス の 符号 をと っ た ｡ 残 り の 変数に関して は
,
民間C が 5 % 水準で有

意なプラス の 符号を示した｡ こ の分折か ら
, 店舗展開か ら見た場合, 鳥取県郡部では郵便局と

民間 B が競合して い る可能性がある｡

表 6 鳥取県郡部での郵便局と民間金融機関の競合

民間金融機関全体と の競合

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 (A R E A )

人 口 (P O P )

高齢 者比率 ( O L D )

事業所数 (O F FI C E )

民間

-

1 . 7 8 1

0 . 3 5 7

0 . 6 7 7

0 . 1 0 4

- 0 , 3 0 3

0 . 2 6 5

自 由度修正済み決定係数 0 . 6 1 0

標本数 35

- 0 . 7 7 3 0 . 4 4 6

1 . 9 7 9 * 0 . 0 5 7

2 . 2 4 5 0 , 0 3 3

0 . 5 7 7 0 . 5 6 8

- 1 .
0 1 0 0 . 2 8 0

1 . 1 3 1 0 . 2 6 8

民 間金融機関 3 業態 との 競合

変 数 係 数 t 値 p 値

C

面積 ( A R E A )

人 口 (P O P)

高齢 者比率 ( O L D )

事業所数 (b F F I C E )

民 間A

民 間 B

民 間 C

- 1 . 6 8 1

0 . 1 9 9

0 . 3 5 5

0 . 1 0 7

0
.
0 2 8

-

0 . 0 2 3

- 0 . 2 3 6

0 . 5 1 9

自 由度修正済み決定係数 0 . 6 7 8

標本数 35

- 0 , 7 9 2 0 . 4 3 5

1 . 1 4 6 0 . 2 6 2

1 . 1 9 6 0 . 5 2 9

0 . 6 3 7 0 . 9 2 0

0 . 1 0 1 0 . 9 2 0

- 0 . 1 6 2 0 . 8 7 3

- 1 . 9 1 5
*

0 . 0 6 6

2 . 6 9 0 * * 0 . 0 1 2

* * *
,

* *
,

* は そ れぞれ 1 % , 5 %
,
1 0 % 水準で 有意で あ る こ と を示 す｡

民 間A は都銀, 地 鑑 第 二 地 銀
,
長信銀

,
信託 銀行 を示 す.

民 間B は信用 金庫, 信用組合, 労働金庫 を示す｡

民 間C は 農協, 漁協 を示 す｡
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8 . まとめ

本稿の 目的は , ①鳥取県における預金金融機関の店舗展開を分析 して ,
郵便局 と民間金融機

関を比較す る, ④郵便局が店舗展開か らみ て 民間金融機関 と競合 して い るか どうか を検証す

る - の 2 点で ある ｡

まず
,
店舗展開を分析 し, 郵便局の 店舗は ｢ あまねく広く｣ 金融サ

ー ビス を提供する こ とを

明確にして設置されて い る こ とが確認で きた｡
一

方 , 民間 C ( 農協, 漁協) を除く民間の金融

機関は利潤や効率性を追求する店舗戦略を と っ て い る｡ 農協は郵便局 と同様に公共政策的な観

点か ら店舗を配置して い る o こ う した結論は郡部だけの デ ー

タ を分析 した際, よ り明確 に確認

で きた｡ ま た , 本稿で得られた分析は家森 (20 0 3) や近藤 (2 00 3) , 伊 藤 (2 00 4 a) , 伊藤 (2 00 4

b) の も の と概ね
一

致する｡

次に
,
郵便局の店舗と民間金融機関の 店舗が競合 して い るか どうか を検証 した o 鳥取県全体

にお い て は
,
店舗展開か らみて郵便局が民間 B ( 信用金庫, 信用組合 , 労働金庫) と競合 して

い る面は否定で きな い ｡
一

方 , 民間 A ( 都市銀行 , 地方銀行 , 第 二 地方銀行 , 長期信用銀行 ,

信託銀行) や民間 C の 業態 とは競合関係を見出せ なか っ た｡ 郡部 の 分析か らも同様な結論が得

られ
,
店舗展開か ら見た場合, 郵便局は 民間 B と競合して い る可能性が ある ｡ た だ

,
郵便局は

面積と人 口を重視する こ とで
一

般個人客に便宜を図 っ て い る
一

方 で , 民間 B は事業所に焦点を

あてて い る｡ こ の ため, 郵便局と民間 B の 実質的な競合の 度合い は小 さ い と推測 され る ｡

本稿では有人店舗の み に分析対象を絞 っ てお り ,
店外 A T M や 提携 A T M , イ ンタ

ー ネ ッ ト

バ ンキングに関する考察は行 っ て い な い ｡ 家森 ･ 近藤 (20 0 1) が指摘するよ うに ,
店外 A T M

や提携 A T M , イ ン タ
ー

ネ ッ ト
･ バ ンキ ングな どをどの よう に取り扱うかは今後の 課題であるo

また
,
こ れ まで分析の対象 とな っ た都道府県の 数は少ない の で , 対象を拡大 して預金金融機関

の 店舗展開を分析 して い く必要がある ｡
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